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貸  借  対  照  表
(2024年 3月31日現在）

（単位:千円）

科          目 金          額 科          目

(資産の部) (負債の部)

流動資産 1,720,976 流動負債 873,174

現 金 及 び 預 金 1,599 194,737

売 掛 金 370,261 19,986

未 収 入 金 537,213 210,923

貯 蔵 品 2,203 320,609

前 渡 金 7,017 96,620

前 払 費 用 7,527 72

預 け 金 791,565 30,224

そ の 他 3,588

固定資産 1,002,109 固定負債 972,424

（有形固定資産） 437,969 58,886

建 物 20,588 900,409

構 築 物 0 7,849

工 具 、 器 具 及 び 備 品 21,846 5,278

土 地 318,220

リ ー ス 資 産 77,313 負債の部合計 1,845,599

（無形固定資産） 9,901 （純資産の部）

ソ フ ト ウ ェ ア 7,020 株主資本 877,486

電 話 加 入 権 2,881 30,000

19,999

（投資その他の資産） 554,237 19,999

長 期 前 払 費 用 709 827,486

繰 延 税 金 資 産 408,499 7,500

前 払 年 金 費 用 126,534 819,986

保 証 金 等 18,483 繰 越 利 益 剰 余 金 819,986

そ の 他 10 純資産の部合計 877,486

2,723,086 2,723,086

（注）記載金額は千円未満の端数を切捨てて表示しております。
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個別注記表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品については最終仕入原価法によっております。 

なお、棚卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によっており

ます。 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産は除く） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については見積り耐用年数、残存価額については実質残存価額によって

おります。 

(2) 無形固定資産（リース資産は除く） 

定額法によっております。 

なお、耐用年数については見積り耐用年数によっております。 

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年以内）に

基づく定額法によっております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

定額法によっております。 

なお、耐用年数についてはリース期間、残存価額については零としています。 

 

3. 引当金の計上基準 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生している額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準 によっております。 

なお、数理計算上の差異については、発生年度に全額を費用処理しております。 

また、過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数にわ

たって定額法により費用処理しております。 
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4. 収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工

事進行基準を適用し、その他の工事契約については工事完成基準を適用しております。 

なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比

例法によっております。 

 

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税は、税抜方式によっております。 

ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税につきましては、全額費用として

処理しております。 

(2) グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 600株 

 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の総額

(千円) 
1株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2 0 2 3年 6月 1 4日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 160,316 267,194 2023年3月31日 2023年6月15日 

 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 第 25 回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり予定しており

ます。 

① 配当金の総額 337,442千円 

② 1 株当たり配当額 562,404円 

③ 基準日 2024年 3月 31日 

④ 効力発生日  2024年 6月 14日 

⑤ 配当の原資 利益剰余金 


